
慶應義塾大学

○ 産学官連携体制図

○ 成 果 事 例

・総合研究推進機構の構成概要
平成15年10月に知的財産本

部として設置した総合研究推進
機構は、慶應義塾全体の総合的
な研究の創出、推進、社会への
還元といった一連の動きを一層
加速させる組織としての位置づ
けがなされているが、平成22年
4月1日の組織再編により、イン
キュベーションセンターを知的
資産センターに包含して統合し、
知財戦略と一体化して効率的に
対応できる体制とした。
・総合研究推進機構の特徴
「研究推進センター」は企業や
国内外の他大学研究所等外部機
関に対し、義塾の内外をつなぐ
窓口であり、分野横断的な産官
学技術交流、研究開発事業、包
括連携、実用化研究等の企画、
マッチングコーディネートを
担っている。また「知的資産セ
ンター」（承認ＴＬＯ）は慶應
義塾の知的財産権の創出支援・
保護・管理・活用等を一元的に
行うことに加え、研究成果を社
会へ移転するための孵化活動を
支援・推進している。

大学等名 ： 学校法人慶應義塾 慶應義塾大学

※人数には兼務者を含む
国際連携推進機構

海外拠点
・ニューヨーク校
・ロンドン事務所
・北京事務所

研究推進センター 知的資産センター
文学部
経済学部
法学部
社会学研究科
商学部 ○所長【1名】
医学部 ○研究ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ【５名】
理工学部 ○所長【1名】
総合政策学部 ○バイオ・医療国際知財マネージャー【１名】
環境情報学部 先導研究センター ○ＩＴ・メディア国際知財マネージャー【２名】
看護医療学部 ○文科省産学官連携コーディネーター【１名】
薬学部 ○エンジニアリング系知財マネージャー【１名】
経営管理研究科 ○バイオ・医療系知財マネージャー【1名】
政策・ﾒﾃﾞｨｱ研究科 ○iPS知財戦略コーディネーター【２名】
ﾒﾃﾞｨｱﾃﾞｻﾞｲﾝ研究科 ○所長【１名】 （特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ）
ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ○先端融合国際知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ【1名】

研究科
健康ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科
法務研究科
研究所等
附属研究ｾﾝﾀｰ等

○専任職員【２１名】　　　○嘱託職員【７名】
リーガルアドバイザー
・国内弁護士
・海外弁護士

海外大学 SOI Asia シンガポール大学 ワシントン州立大学技術移転機関
海外連携機関 Global Studio フランスＣＮＲＳ オックスフォード大学ISIS

研究支援センター

総合研究推進機構
（産学官連携本部）

慶　應　義　塾

○専任職員【７８名】
○派遣職員【５３名】

研究支援センター本部

連携

連携

◆研究企画
◆連携研究助成
◆研究成果広報

◆知的財産の発掘管理技術移転
◆知財の啓蒙
◆契約書ｻﾝﾌﾟﾙ作成・契約支援
◆研究成果の孵化活動
◆ﾍﾞﾝﾁｬｰ起業支援

◆全学横断的な公的研究費獲得支援・研究環境支援
◆総合研究推進機構、研究推進センター、知的資産センター、先導研究センターに関する事務

連携

◆共同研究契約等締結
◆研究環境支援
◆研究費管理

◆融合研究
◆部門分野横断
   的研究支援

研究倫理委員会 知財調停委員会

連携

連携
連
携

連
携

連
携

総合研究推進機構長
研究担当常任理事　真壁利明

塾　長
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研究成果の実用化にかける開発者の
熱意に加え、開発者の実績を背景と
する人脈を得たことと、大学側の積
極的な知財確保への支援を受けて米
国にＬＬＣを設立。

国内大手半導体企業数社と共同研究
を実施。試作を通して開発成果を実
証した。

●特許取得：国内４件、海外１件
「電子回路」
●特許出願：国内１７件、海外２２
件「同上」

成果内容の事例

●市場への貢献
フラッシュメモリを積層したＳＳＤやＤＲＡＭ積層パッケージ等ワイヤ

レスＴＳＶへの応用、プロセッサとメモリ間の高速通信等、パソコン、ス
トレージ機器、デジタル情報家電等への応用が期待される。
市場規模は、２０００～５０００億円程度/年間と予測され、当該規模の
製品の製造販売に係る大きな雇用の維持・創出が期待される。
●技術の革新等によるイノベーション創出

大手半導体企業との共同研究の結果、先端プロセス技術を用いた実用レ
ベルの試作において、性能、特性が実証された。
●国際産学連携・ベンチャー支援・育成

大学は、開発者が半導体スタートアップ成功経験をもつ米国人技術者と
ともに設立した米国ＬＬＣと実施許諾契約を締結。同米国ＬＬＣはグロー
バル企業と開発提携に向けて交渉中である。大学は知財の強化を通じて同
米国ＬＬＣを支援している。

知財管理（特許化、知財保護）※ 技術移転の概要

大学等名 学校法人慶應義塾
慶應義塾大学

機関名称 総合研究推進機構

創 出

研究開発型海外ＬＬＣによる大学研究成果の実用化

産学官連携のきっかけ（マッチング）

共同研究 ※

積層実装されたチップ間で、コイル
に発生させた磁界を介して無線で
データを送る方式。従来の数十倍の
速度でデータを転送できる。チップ
の三次元積層技術として、従来
のワイヤボンディング方式に比べ
高速化（通信速度は世界最高１１Ｇ
ビット/秒）、低消費電力化（世界
最小０．１４ｐＪ/秒）、低コスト
化が可能。

整 備 活 用

開発成果は国際学会等で高く評価されている。そこ
で開発者は、米国の半導体スタートアップでの成功経
験を持ち本技術を高く評価する技術者と連携し、米国
にＬＬＣを設立した。大学は同米国ＬＬＣと実施許諾
契約を締結するとともに、知財の強化を支援している。
当該米国ＬＬＣは、現在、グローバル企業と開発提携
に向けて交渉中である。

要約
磁界結合を利用したチップ間無線通信
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